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[1]は じめ に
1972～3年期 に急 増 を示 し始 め た わが 国 企業 の海 外 直 接 投 資 は,1980年代
にな って と りわ け1985年「プ ラザ合 意 」 以 降急 テ ンポで 増 大 しっ づ け て いる。
た と えば,ア メ リカへ の製 造 業 の直 接 投 資 は,大 蔵 省 届 出 ベ ースで80年度3
億2000ドル →85年度12億 ドル →88年度88億 ドル と急 増 し,あ るい は,日 本 貿
易振 興 会 の 調 査 に よれ ば,83年 当時157社 にす ぎ なか った在 欧 日系 製 造 業 企
業 数 は,91年1月 末 現 在676社 を数 え る に 至 って い る。 日本 企業 の こ の よ う
な急 テ ンポで の 海 外 進 出 ・国 際 化 の進 展 に と もな って,日 本 企業 の国 際化 に
関す る研 究 が あ いっ いで 発 表 され て い るが,そ れ らの研 究 の 多 くは,日 本的
経 営 ・日本 的 生 産 方 式 等 の移 転 問 題 や 現 地 生 産 の成 果 な ど,日 本 企 業 の海 外
進 出 に と もな う過 程 や結 果 の 分 析 に,研 究 上 の主 た る関 心 を お いて い た よ う
に解 され る。そ こで は,在 外 企業 の経営 ・生産 ・労働等 と在 日日本企業 のそれ ら
との 比較 とい う視 点 との か か わ りで の在 外 企 業 の 「現 地 化 」 あ る いは 「日本
化」 にっ い て の 分析 が,当 然 の こ とな が ら欠 落 して いた と言 え る。
本研 究 は,社 会 的 風土,文 化 的 条 件 や 諸 慣 行 を 異 に す る海 外 で,日 本 の経
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営 システム,生 産方 式や労働 システムな どが どのよ うに根 づ いて い るか,労
働 の弾 力性 が どの ように実現 されてい るか,人 的 資源の開発 と管理 とは どの
ように行 われてい るのか,企 業内労使関係 は どの ような状 況なのか,な どに
関 して在 日日本 企業の状況 との対 比で,その実態を明 らかにしようとす る もので
あ る。 そ うす ることに よって,日 本的経営 の 「普遍 性」 ・ 「特殊性 」 にか か
わ る議論 にひ とっの問題提起 を行お うとす るものであ る。 以上の課題 に応 え
るためにイギ リスに対 象を求め たのは,1992年EC統合 にむ けて 日本 企業 が
イギ リスを事業展開の拠点 と しっっ あること,イ ギ リスにお ける硬直的 な
「職域規 制」や マル チ ・ユ ニオ ニズム等を例 証 と して あげるまで もな く,日
本 とイギ リスとは社会 ・文化的諸条件や労使慣行な どの点で両極 に位す るこ
とな どのためで ある。
この文章執筆 中の現在,既 蒐集 の資料 ・文献,・ ヒヤ リング調 査等 を もと
に分析 ・検 討 中で あ り,在 英 のK.J.McCormick所長,J.Senker主任研 究員
との意 見交換 の うえ,1992年度 中にそ の調査 ・研 究成果 を発表す るこ とに し
て いるので,本 報告書で は研究経過 などを中心 に記すことにとどめておきたい。
〔皿〕 研究経 過
本研 究は,① 予備 的研究,② 在英 日系企業 の実態調 査 ・分 析,③ 在 日日本
企業 の実態 調査 ・分析,④ 在英 ・在 日日本企業 の人 的資源 と労使 関係 とにつ
い ての綜合的な比較 分析 の四つ の階梯ですす め られて きた し,現在 もすす め
られている。
① 予備的研究
共 同研究者4名 が,こ の研究計画 の発足前 よ り,そ れ ぞれ個別的 に実施
して きた分析 な らびに意 見交換 の成果 をふまえて,1991年4月に共同研 究
フ。ロジェク トチームを組織 し,調 査対象企業 にっ いて の情報 の収集 ・分析
を組織的 に行 うとともに,明 治大学側 の研究者両 名は,経 営学研究科 の大
学院学生 中川香代氏,谷 口真美氏の協力を得た。そ して木元は 「『日本的 労務
管理』 と弾 力化一 国際比較 のために一」(労 務理論学会大会統一論 題報 告,
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91年5月)を,岩 内 は 『海 外 日 系 企 業 と 人 的 資 源 』(同 文 館)を,中 川 香
代 氏 は 「現 代 イ ギ リ ス 企 業 の フ レキ シ ビ リテ ィ」(明 治 大 学 大 学 院 紀 要 第
29集)を,谷 口真 美 氏 は 「海 外 進 出 日 系 企 業 の 経 営 行 動 一 既 存 の 調 査 研 究
の 分 析 的 検 討 」(前 掲 大 学 院 紀 要)を 発 表 して き た 。 な お 予 備 的 研 究 の 一 環 と
して,三 菱 電 機 京 都 製 作 所 を 訪 問 し,在 英 三 菱 電 機 で の 長 期 間 勤 務 経 験 を
有 す る 方 と 調 査 上 の 留 意 点 な ど に つ い て の 意 見 交 換 を 行 っ た 。
② 在 英 日 系 企 業 の 実 態 調 査 ・分 析 な ど
1991年7月 に 木 元,岩 内 は 渡 英 し,K.J.McCormickおよ びJ.Senkerと
意 見 交 換 ・討 議 を 行 っ た う え で,Sunderland所在 のNissanMotorManu・
facturing(UK)の実 態 調 査(7月16日),London所 在 のToshibaCorporti・
tionEuropeOfficeでの ヒ ヤ リ ン グ(7月17日),Maidenhead所 在 のHita-
chiEuropeおよ び 同Research&DevelopmentCenterでの ヒヤ リ ン グ(7
月19日),HirwanIndustrialEstate所在 のHitachiConsumerProducts
(UK)で の 実 態 調 査(7月22日),Plymouth所 在 のToshibaConsumer
Products(7月23日),Milton-Keynes所在 のAlpsで の 実 態 調 査(7月25
日),Haddington所 在 のMitsubishiElectricUKでの 実 態 調 査(7月31日),
Cumbernauld所在 のOki(UK)で の 実 態 調 査(8月1日)な ど を 行 っ た 。
な お,蒲 葵 中 は,共 同 研 究 者 間 の討 議 を 深 め る と とも に,TheUniversityof
Sheffield,UniversityofSussexおよび 同 大 学 内 のInstituteofManpower
Studies,ImperialCollegeLondonのJapanEuropeIndustryResearch
Centre等の 大 学 ・研 究機 関 の研 究 者 と 意 見 交 換 ・討 議 を 行 っ た。
③ 在 日 日本 企 業 の 実 態 調 査 ・分 析
日英 企 業 の 比 較 研 究 と い う研 究 視 角 を 前 提 と して,K.J.McCormickの
来 日を 得 て,前 記 在 英 日 系 企 業 の 「親 企 業 」 と もい うべ き 在 日 日 本 企 業 の 実
態 調 査 を,日 産(10月16日 お よ び18日),日 立(10月17日),Alps第2古 川
事 業 部(10月11日),Alpineiい わ き 事 業 所(10月12日),沖(10月14日)
等 で 行 う と と も に,住 友 商 事 本 社 で の ヒ ヤ リ ン グ 調 査(10月15日)を 行 っ
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た。
な お,こ の間KJ.McCormickは,本研 究 計 画 に もとつ く研 究 成 果 の い っ
たん を,ctJapanisationversusLocalization,TheExperie品esofJapanese
FirmsinBritain"として10月8日 経営 学 部 で ,"ChangeandStabilityin
BritishIndustrialRelations,Fromthe1980'stothe199Q's"として10月
9日 大 学 院経 営学 研 究科 で そ れ ぞ れ 発表 した。
④ 在英 ・在 日日本企業 の人的資源 と労 使 関 係につい ての綜合的 な比 較 分析
在 英 のKJ.McCormick,JSenkerらと緊 密 な 連 絡 ・意 見交 換 を行 いっ っ
本 研 究 計 画 の第4階 梯 の作 業 に と り くん で い る。
[皿]研 究 成 果 の発 表
本研 究 計 画 に も とつ く研 究 は,現 在 続行 中で あ るが,そ の 間 に お け る研 究
成 果 の い った ん は,前 述 の よ うにす で に逐 次発 表 して き た。 今後 ,第4階 梯
の 作 業 を 進 め る こ とに よ って,
① 対 英 直接 投 資 の特 徴
② イ ギ リス の労 使 関係 の変 化 と在 英 日系 企 業
③ 在 英 日系 企 業 の労 使 関係 と人的 資 源一 事例 研 究一
④ 日本 化 と現 地 化
とい うよ うに 発 表 して い く予 定 で い る。 前 に も一 言 して お い た よ う に,第4
階 梯 の進 行 過 程 に あ る現在,在 日日本 企業 との対 比で在 英 日系企業の企業 内労 使
関係 や 人的 資 源管 理 等 の状 況 や特 質 につ いて 述 べ る こ とは避 け られ な け れ ば
な らな いが,あ えて 記 す とす れ ば,そ れ は,「 イギ リス化 」 で も な けれ ば ,
「日本 化 」 で もな く,「 イ ギ リス的 」 な もの と 「日本 的 」 な もの と の融 合 と
い う新 しい パ タ ー ンが形 成 され っ つ あ るの で は な い か とい う こ とを ,こ の報
告 書で は 指摘 す るに と どめ て お いて,後 日の前 記 発 表 に ゆ ず る こ とに した い。
最 後 に,本 研 究計 画 に各 方 面 か ら寄せ られ た ご厚 意 に心 か らの謝 意 を 申 し
上 げ た い。
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